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1． はじめに 

総務省消防研究所 (2005)は，現在，我が国では年

間約 2,000 件程度の林野火災が発生し，その焼損面

積は約 1,000ha，損失額は年間約 5 億円になること

を報告している．この資料には，林野火災の発生件数

についての県別・月別の詳細なデータが記載されて

いる．また，寒河江・佐々木 (1984)などの既往研究

によると，林野火災の発生原因には，気象的・地理

的・人為的要因があることが分かっている．菅野・横

尾 (2016)は，相対湿度・平均風速・地形・溜池数を

用いて都道府県別・月別の林野火災発生頻度におけ

る推定モデルを構築した. 菅野・横尾 (2016)を元に，

押切 (2017)は相対湿度・平均風速・地形・溜池数・

土地利用を利用して日本全国の林野火災発生数を 1 

km メッシュ毎に推定するモデルを構築している．本

研究は，押切 (2017)を準用して，IPCC (2014)が採用

した 2 つの排出シナリオを用いて，日本・イギリス・

アメリカの研究機関が構築した 4 つの気候モデルで

現在・21世紀中頃・21世紀末の 3つの期間の林野火

災発生確率の将来予測を目的として実施した． 

2． 方法 

本研究は，押切 (2017)の日本全国の林野火災発生

数を 1 km メッシュ毎に推定する統計的モデルを用

いて，日本全国の林野火災発生確率の将来予測を行

った．本研究で用いた気候モデルは，MIROC5，MRI-

CGCM3.0，GFDL-CM3，HadGEM2-ES の 4モデルであ

る．各気候モデルで過去と将来の月平均の風速と相

対湿度の推定値を用意した．対象期間は，過去

(historical, 1981~2000 年)，21 世紀中頃(2031~2050

年)，21 世紀末 (2081~2100 年)の各 20 年とした．

地形データは国土交通省の数値地図情報を利用した．

溜池数データは，農林水産省のデータを利用した． 

3． 結果 

紙面の制約のため，本報は MIROC5 の結果につい

てのみ報告する．図 1は RCP2.6，RCP8.5を用いて 3

期間の林野火災発生数の推定値の 20 年平均である．

この図から，RCP2.6，RCP8.5 どちらの将来シナリオ

においても林野火災発生数は微増傾向にあることが

読み取れるが，両者の差はないことが分かる．むし

ろ，平均値からの伸びで示す年内の季節変動幅の方

が影響は大きい． 

図 2~4 は 1 km メッシュ内の年平均林野火災発生

数の空間分布について，過去 (図 2)，RCP2.6 による

21 世紀中頃 (図 3)および 21 世紀末(図 4)の平均値

を示している．図 5~6は RCP8.5 による 21 世紀中頃 

(図 5)および 21世紀末 (図 6)の年平均林野火災発生

数の空間分布を示している．これらの図から，岩手，

福島，群馬，長野，岡山，広島では年平均林野火災発

生数が比較的高く，北海道や宮城，四国周辺では比較

的低い値となり，3 期間の違いはほとんどないこと

が分かる． 

今後は，県単位の詳細な精度検証とモデルの改良，

適応策の導入効果の検討などに取り組む予定である． 
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図 1  気候変動別の林野火災発生数  

図 2  年平均林野火災発生数 (過去) 

     

図 3 年平均林野火災発生数 (21 世紀中頃，RCP2.6) 

 

図 4 年平均林野火災発生数 (21 世紀末，RCP2.6) 

 

図 5 年平均林野火災発生数 (21 世紀中頃，RCP8.5) 

 

図 6 年平均林野火災発生数 (21 世紀末，RCP8.5) 
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